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カーボンニュートラルに向かう世界
パリ協定（2015年）が定める脱炭素化（de-carbonization）を目指す明確な長期目標
・「工業化前と比して世界の平均気温の上昇を2℃を十分下回る水準に抑制し（2℃目標）、1.5℃に抑制するよう努力する
　（1.5℃目標）」（2条1）
・今世紀後半に温室効果ガスの人為的抽出と人為的吸収を均衡させるよう急速に削減＝排出を「実質ゼロ」（4条1）

日本の2050年カーボンニュートラル目標表明（2020年10月26日）
・「我が国は、2050年に温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会
　の実現を目指す」
・改正地球温暖化対策推進法の基本理念にも盛り込まれる

カーボンニュートラル（温室効果ガス／CO2排出実質ゼロ）目標：140か国以上＋EUが表明
・バイデン政権誕生により米国も加わり、G7先進主要国すべてが目標を共有
・中国も遅くとも2060年までにカーボンニュートラルを実現（2020年9月）
・ブラジル、韓国、ベトナムなどが2050年までに、ロシア、サウジアラビアなどが2060年までに、インドが2070年までに
　排出実質ゼロを目標に掲げる

企業、金融、投資家など非国家アクターがリード

環境エンジニアリングと建築デザインの横断　～実践編～
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COP26（グラスゴー）「1.5℃目標をめざす」
「1.5℃目標」を表舞台にあげたCOP26
・「1.5℃までに気温上昇を抑える努力を決意をもって追求する」
・2050年カーボンニュートラル実現に加えて、ここ10年（this critical decade）の排出削減が決定的に重要という認識を共有

“keep 1.5℃ alive” “keep 1.5℃ within reach”
・ここ10年で「1.5℃目標にかつてなく、最も近づいたCOP」

2030年目標が追い付かない “a very big credibility gap”
・2022年中に2030年目標・削減の引き上げのために各国の目標（Nationally Determined Contribution：NDC）を再検討
・2025年の各国目標（NDC）の再提出＝2035年目標の提出を推奨

環境エンジニアリングと建築デザインの横断　～実践編～



3

2018年の自然災害による経済損失
・2018年の台風21号と西日本豪雨だけでおよそ2兆5000億円の経済損失
・2018年の損害保険支払額は史上最高、東日本大震災時を超える

2018年 死者数（人） 経済損失
（米ドル）

保険支払額
（米ドル）

7/2-8 7月西日本豪雨 日本 246 100億 27億

7-9月 洪水 中国 89 58億 4億

8/16-19 熱帯暴風雨ランビア 中国 53 54億 3億

9/4-5 台風21号 日本 17 130億 85億

9/10-18 台風マンクット 太平洋州
東アジア

161 60億 13億

9/13-18
ハリケーンフローレン

ス 米国 53 150億 53億

10/10-12 ハリケーンマイケル 米国 32 170億 100億

11月 山火事キャンプファイ
ア 米国 88 150億 120億

11月 山火事ウールジー 米国 3 58億 45億

春・夏 干ばつ 中欧
北欧

N/A 90億 3億

その他 1230億 450億

全体 2250億 900億

環境エンジニアリングと建築デザインの横断　～実践編～
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2019年の自然災害による経済損失
・台風19号と台風15号が経済損失額で世界1位と3位、2兆7000億円超の損失
・損失総額は過去30年間で約3倍、保険支払額は約4倍

2019年 死者数（人） 経済損失
（米ドル）

保険支払額
（米ドル）

3/12-31 ミズーリ川洪水 米国 10 100億 25億

3-4月 洪水 イラン 77 83億 2億

5/2-5 サイクロンフォニー インド
バングラディシュ

81 81億 5億

5-7月 ミシシッピ川洪水 米国 0 100億 40億

6-8月 モンスーン豪雨 中国 300 150億 7億

6-10月 モンスーン豪雨 インド 1750 100億 2億

8/6-13 台風9号 中国、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ
日本

101 95億 8億

8/25-9/7 ハリケーンドリアン カリブ海諸国
米国

83 100億 35億

9/7-9 台風15号 日本 3 100億 60億

10/6-12 台風19号 日本 99 150億 90億

その他 1260億 440億

全体 2320億 710億

環境エンジニアリングと建築デザインの横断　～実践編～
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IPCC 1.5℃報告書（2018年）
人間活動に起因して工業化前と比してすでに約1℃上昇
・現在のペースで排出すると、早ければ2030年頃に1.5℃に達する
・気候変動関連リスクは、1.5℃の上昇でも今よりも高いが、2℃よりは低い。
・1.5℃に気温上昇を抑えるには、CO2を2010年比で2030年までに約45%削減、2050年頃には排出実質ゼロが必要
（2℃に気温上昇を抑える場合は、2030年に約20%削減、2070年頃に排出実質ゼロが必要

各国がパリ協定の下で提出している現在の目標では1.5℃に気温上昇を抑制できない
・2030年に十分に先駆けて世界のCO2排出量が減少し始めることが、将来の影響リスクを低減し、対策のコストを下げる
・エネルギー、建築物、交通を含むインフラ、産業などにおいて急速で
　広範囲なかつてない規模の変革、以降が必要
　あらゆる部門での排出削減、広範な削減策の導入、そのための相当な投資の
　増大が必要
・国とともに州、自治体、市民社会、民間企業、地域社会などの非国家主体が
　気候変動対策をとる能力を強化することが野心的な対策の実施を支える

環境エンジニアリングと建築デザインの横断　～実践編～
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気温上昇と異常気象頻度・強度の関係

1850-1900年からの気温上昇 1℃（現在） 1.5℃ 2℃ 4℃

10年に一度の熱波
などの極端な高温

高温の水準 +1.2℃ +1.9℃ +2.6℃ +5.1℃

発生の頻度 2.8倍 4.1倍 5.6倍 9.4倍

50年に一度の
極端な高温

高温の水準 +1.2℃ +2.0℃ +2.7℃ +5.3℃

発生の頻度 4.8倍 8.6倍 13.9倍 39.2倍

10年に一度の
大雨

雨量 +6.7% +10.5% +14.0% +30.2%

発生の頻度 1.3倍 1.5倍 1.7倍 2.7倍

10年に一度の農業
や生態系に被害を
及ぼす干ばつ

発生の頻度 1.7倍 2.0倍 2.4倍 4.1倍

環境エンジニアリングと建築デザインの横断　～実践編～
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気温上昇によるグローバルリスクのインパクト

1.5℃ 2℃ 3℃ 2℃のｲﾝﾊﾟｸﾄ 3℃のｲﾝﾊﾟｸﾄ

生物多様性喪失
高い絶命のおそれのある陸上の種

14% 18％ 29% 1.3倍 2.1倍

干ばつ
水不足、熱波や砂漠化に
さらされる人口

9.5億人 11.5億人 12.9億人 +2億人 +3.4億人

食糧安全保障
主要作物の適応と残存損害の費用

630億米ドル 800億米ドル 1280億米ドル +170億米ドル +650億米ドル

極端な熱波
最高気温が35℃を超える年あたり
の日数

45-58日 52-68日 66-87日 1.2倍 1.5倍

海面上昇
2100年までの世界の平均海面上昇 0.28-0.55m 0.33-0.61m 0.44-0.76m 1.1倍 1.4倍

洪水
洪水にさらされる世界の人口

24% 30% ー 1.3倍 ー

サンゴ礁
サンゴ礁のさらなる減少

70-90% 99% ー 1.2倍 ー

環境エンジニアリングと建築デザインの横断　～実践編～
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AR6で示された共有社会経済経路（SSP）シナリオ

環境エンジニアリングと建築デザインの横断　～実践編～
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共有社会経済経路（SSP）シナリオによる気温上昇の違い

環境エンジニアリングと建築デザインの横断　～実践編～



10

2030年目標の引き上げ

新たな2030年目標 2015年提出の目標

日本 2013年比46-50%削減 2013年比26%削減

米国 2005年比50-52%削減 2025年までに2005年比26-28%削減

EU 1990年比少なくとも55%削減 1990年比少なくとも40%削減

ドイツ
1990年比少なくとも65%削減

2040年までに88%削減
2045年までにカーボンニュートラル

1990年比少なくとも55%削減

英国
1990年比68%削減

2035年までに78%削減
1990年比53%削減

カナダ 2005年比40-45%削減 2005年比30%削減

中国
少なくとも65%の排出原単位改善
2030年頃までにCO2排出量頭打ち

一次エネルギー消費の非化石燃料比率約25%

60-65%の排出原単位改善
2030年頃までにCO2排出量頭打ち

一次エネルギ0消費の非化石燃料比率約20%

インド
排出原単位を45%未満に改善
エネルギーの50%を再エネ由来に

33-35%の排出原単位改善
総電力設備容量の40%を非化石燃料起源に

環境エンジニアリングと建築デザインの横断　～実践編～
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初めて1.5℃達成の可能性が具体的に見えてきた（Climate Action Tracker）

環境エンジニアリングと建築デザインの横断　～実践編～
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日本の政策
・2050年カーボンニュートラル宣言（2020年10月）
・グリーン成長戦略（2020年12月）、グリーン成長戦略改定＋実行計画（2021年6月）
・2030年温暖化目標（2013年度比46%削減、50%削減の高みを目指す）の表明（2021年4月）
・みどりの食料システム戦略（2021年5月）
　https://www.maff.go.jp/j/kanbo/kankyo/seisaku/midori/index.html
・改正地球温暖化対策推進法成立（2021年5月）
・地域脱炭素ロードマップ（2021年6月）
　https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/datsutanso/
・国土交通グリーンチャレンジ（2021年7月）
・第6次エネルギー基本計画（2021年10月）
・地球温暖化対策計画（2021年10月）

・サステイナブルファイナンス有識者会議報告書(2021年6月）
・脱炭素社会に向けた住宅・建築物における省エネ対策等のあり方・進め方案（2021年8月）
・カーボンプライシング小委員会（環境省）
・世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等のあり方に関する
　研究会（経産省）

環境エンジニアリングと建築デザインの横断　～実践編～
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脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省エネ対策等のあり方検討会

環境エンジニアリングと建築デザインの横断　～実践編～
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脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省エネ対策等のあり方・進め方の概要
家庭・業務部門（住宅・建築物における省エネ対策の強化）
①　省エネ性能の底上げ（ボトムアップ）
・住宅を含む省エネ基準への適合義務化（2025年度）
・断熱施工に関する実地訓練を含む未成熟な事業者の技術力向上の支援
・新築に対する支援措置について省エネ基準適合の要件化
（②の取組を経て）
・義務化が先行している大規模建築物から省エネ基準を段階的に引き上げ
・遅くとも2030年までに、誘導基準への適合率が8割を超えた時点で、義務化された省エネ基準をZEH・ZEB基準の水準の
　省エネ性能（※）に引き上げ
　※住宅：強化外皮基準＋一次エネルギー消費量▲20%
　　建築物：用途に応じ、一次エネルギー消費量▲30%または40%（小規模は20%）

②　省エネ性能のボリュームゾーンのレベルアップ
・建築物省エネ法に基づく誘導基準や長期優良住宅、低炭素建築物等の認定基準をZEH・ZEB基準の水準の省エネ性能に
　引き上げ、整合させる
・国、地方自治体等の新築建築物、住宅について誘導基準の原則化
・ZEH・ZEB等に対する支援を継続、充実
・住宅トップランナー制度の充実・強化（分譲マンションの追加、トップランナー基準をZEH相当の省エネ性能に引き上げ）

③　より高い省エネ性能を実現するトップアップの取組
・ZEH+やLCCM住宅などの取組の促進
・住宅性能表示制度の上位等級として多段階の断熱性能を設定

④　機器・建材トップランナー制度の強化等による機器・建材の性能向上

環境エンジニアリングと建築デザインの横断　～実践編～
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脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省エネ対策等のあり方・進め方の概要
エネルギー転換部門（再生可能エネルギーの導入拡大）
①　太陽光発電の活用
・太陽光発電設備の設置については、その設置義務化に対する課題の指摘もあったが、導入拡大の必要性については共通認識
・将来における太陽光発電設備の設置義務化も選択肢の一つとしてあらゆる手段を検討し、その設置促進のための取組を進める
・国や地方自治体の率先した取組（新築における標準化等）
・関係省庁、関係業界が連携した適切な情報発信、周知、再生可能エネルギー利用設備の設置に関する建築主への情報伝達の
　仕組みの構築
・ZEH・ZEB等への補助の継続、充実、特にZEH等への融資、税制の支援
・低炭素建築物の認定基準の見直し（再エネ導入ZEH・ZEBの要件化）
・消費者や事業主が安心できるPPAモデルの定着
・脱炭素先行地域づくり等への支援によるモデル地域の実現、そうした取組状況も踏まえ、地域、立地条件の差異等を勘案し
　つつ、制度的な対応のあり方も含め必要な対応を検討
・技術開発と蓄電池も含めた一層の低コスト化

②　その他の再生可能エネルギー・未利用エネルギーの活用や面的な取組
・給湯消費エネルギーの低減が期待される太陽熱利用設備等の利用拡大
・複数棟の住宅、建築物による電気、熱エネルギーの面的な利用、融通等の取組の促進
・変動型再生可能エネルギーの増加に対応した系統の安定維持等への対策吸収源対策（木材の利用拡大）
・木造建築物等に関する建築基準の更なる合理化
・公共建築物における率先した木造化、木質化の取組
・民間の非住宅建築物や中高層住宅における木造化の推進
・木材の安定的な確保の実現に向けた体制整備の推進に対する支援
・地域在活用の炭素削減効果を評価可能なLCCM住宅、建築物の普及拡大

環境エンジニアリングと建築デザインの横断　～実践編～
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脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省エネ対策等のあり方・進め方に関するロードマップ

環境エンジニアリングと建築デザインの横断　～実践編～
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東京都「住宅等の一定の中小新築建物への太陽光発電設備の設置等を義務付ける新たな制度」

環境エンジニアリングと建築デザインの横断　～実践編～
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東京ソーラー屋根台帳（ポテンシャルマップ）
・都内にあるそれぞれの建物がどのくらい太陽光発電システムや太陽熱利用システムに
　適しているのか一目で分かる
・屋根の傾斜や周辺建物による日陰の影響も考慮して分析

環境エンジニアリングと建築デザインの横断　～実践編～
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気象データについて

環境シミュレーションの設計段階での効果的な活用方法

http://help.autodesk.com/view/BUILDING_PERFORMANCE_ANALYSIS/ENU/?guid=GUID-DDF449B0-058E-465C-AFF4-7E45917B08EF 

1- Virtual weather stations (1.6 million stations)
Autodesk Climate Server includes about 1.6 million virtual weather stations based on numerical 
meteorological simulations. It was created to allow more accurate simulations in places where there isn't 
a physical weather station.

2- Physical weather stations (about 1,800 stations). TMY

3- Historical data (3-Tier3)

3-Tier data is simulated data from the last 10-20 years. This reanalysis data is generated by the Weather 
Research and Forecasting (WRF) model. It is simulated in a similar way to the virtual weather stations 
described above. The WRF model is a newer generation methodology

気象シミュレーションデータ

実測年気象データ

標準年気象データ

環境エンジニアリングと建築デザインの横断　～実践編～

http://help.autodesk.com/view/BUILDING_PERFORMANCE_ANALYSIS/ENU/?guid=GUID-DDF449B0-058E-465C-AFF4-7E45917B08EF
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■　気象庁データ（気象官署およびアメダス）
　http://www.data.jma.go.jp/obd/stats/etrn/index.php
・過去の気象データ

■　拡張アメダスデータ（株式会社気象データシステム）
　 https://www.metds.co.jp/product/ea/
・時系列データ
　最新版は2010年版標準年データが全国836地点について整備されている
　拡張アメダスデータのEPW形式版も有償で入手可能
・設計用気象データ
　ホームページで無償公開

■　NEDO日射量データベース閲覧システム
　http://app0.infoc.nedo.go.jp/metpv/metpv.html
・METPV-11（ホームページで無償公開。全国を網羅）

■　EPW（EnergyPlus Weather Data）
　https://energyplus.net/weather
・Weather Data（ホームページで無償公開。国内のデータは少ない）

※海外気象データを参照するには、
・ASHRAEのINTERNATIONAL WEATHER FOR ENERGY CALCULATIONS 2.0 (IWEC WEATHER FILES) 

気象データについて

環境エンジニアリングと建築デザインの横断　～実践編～
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気象データについて
■　気象庁データ（気象官署およびアメダス）
　http://www.data.jma.go.jp/obd/stats/etrn/index.php
・過去の気象データ

■　拡張アメダスデータ（株式会社気象データシステム）
　 https://www.metds.co.jp/product/ea/
・時系列データ
　最新版は2010年版標準年データが全国836地点について整備されている
　拡張アメダスデータのEPW形式版も有償で入手可能
・設計用気象データ
　ホームページで無償公開

■　NEDO日射量データベース閲覧システム
　http://app0.infoc.nedo.go.jp/metpv/metpv.html
・METPV-11（ホームページで無償公開。全国を網羅）

■　EPW（EnergyPlus Weather Data）
　https://energyplus.net/weather
・Weather Data（ホームページで無償公開。国内のデータは少ない）

※海外気象データを参照するには、
・ASHRAEのINTERNATIONAL WEATHER FOR ENERGY CALCULATIONS 2.0 (IWEC WEATHER FILES) 

環境エンジニアリングと建築デザインの横断　～実践編～
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拡張アメダスを作成（2010年版：836地点）

気象データについて
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http://www.data.jma.go.jp/obd/stats/etrn/index.php気象データについて
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http://www.data.jma.go.jp/obd/stats/etrn/index.php気象データについて
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■　気象庁データ（気象官署およびアメダス）
　http://www.data.jma.go.jp/obd/stats/etrn/index.php
・過去の気象データ

■　拡張アメダスデータ（株式会社気象データシステム）
　https://www.metds.co.jp/product/ea/
・時系列データ
　最新版は2010年版標準年データが全国836地点について整備されている
　拡張アメダスデータのEPW形式版も有償で入手可能
・設計用気象データ
　ホームページで無償公開

■　NEDO日射量データベース閲覧システム
　http://app0.infoc.nedo.go.jp/metpv/metpv.html
・METPV-11（ホームページで無償公開。全国を網羅）

■　EPW（EnergyPlus Weather Data）
　https://energyplus.net/weather
・Weather Data（ホームページで無償公開。国内のデータは少ない）

※海外気象データを参照するには、
・ASHRAEのINTERNATIONAL WEATHER FOR ENERGY CALCULATIONS 2.0 (IWEC WEATHER FILES) 

気象データについて
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https://www.metds.co.jp/product/ea/気象データについて
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■　気象庁データ（気象官署およびアメダス）
　http://www.data.jma.go.jp/obd/stats/etrn/index.php
・過去の気象データ

■　拡張アメダスデータ（株式会社気象データシステム）
　https://www.metds.co.jp/product/ea/
・時系列データ
　最新版は2010年版標準年データが全国836地点について整備されている
　拡張アメダスデータのEPW形式版も有償で入手可能
・設計用気象データ
　ホームページで無償公開

■　NEDO日射量データベース閲覧システム
　http://app0.infoc.nedo.go.jp/metpv/metpv.html
・METPV-11（ホームページで無償公開。全国を網羅）

■　EPW（EnergyPlus Weather Data）
　https://energyplus.net/weather
・Weather Data（ホームページで無償公開。国内のデータは少ない）

※海外気象データを参照するには、
・ASHRAEのINTERNATIONAL WEATHER FOR ENERGY CALCULATIONS 2.0 (IWEC WEATHER FILES) 

気象データについて
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https://energyplus.net/weather気象データについて
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https://energyplus.net/weather気象データについて
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https://energyplus.net/weather

拡張アメダス（東京気象観測所）：北の丸公園（大手町）

EPW：百里基地（茨城県）

約80km離れた地点の気象データ

気象データについて

環境エンジニアリングと建築デザインの横断　～実践編～
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https://energyplus.net/weather

EPW：百里基地（茨城県） 拡張アメダス（東京気象観測所） ：北の丸公園（大手町）

EPW：百里基地の方が、拡張アメダス（東京気象観測所）より年間を通して気温が低い

気象データについて

環境エンジニアリングと建築デザインの横断　～実践編～
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将来的な気候変動を考慮した建築物の省エネ評価手法の構築

• 予測は 2007年「IPCC第4次報告書」を基準

• 気温と比べれば日射量の変動が少ない

全天日射量の
変動

1961～2099,　
IPCC A2

世界平均気温
の変動

2000～2099,　
IPCC A1B

札幌

2020
2030

.

.

.
2070
2080

気候変動予想データベース
(3 IPCC scenarios)へのアクセス

HadCM3モデル
予測気象データ（A1B）

東京

2020
2030

.

.

.
2070
2080

鹿児島
2020
2030

.

.

.
2070
2080

環境エンジニアリングと建築デザインの横断　～実践編～
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壁のU値 窓のU値 窓のSHGC値 庇の深さ/窓の高さ 外付けブラインドの
稼働室温

記号 Uwall Uwin SHGC Overhang_Fra Blind_Temp

単位 W/m2K W/m2K ー ー ℃

範囲 [0.14, 2.1] [0.3, 4.7] [0.4, 0.9] [0, 1] [20, 27]

ステップ 0.01 0.01 0.01 0.01 0.1

Uwall

Uwin

SHGC

Overhang_Fra

Blind_Temp

将来的な気候変動を考慮した建築物の省エネ評価手法の構築

環境エンジニアリングと建築デザインの横断　～実践編～
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札幌 東京 鹿児島

年間 
熱負荷 

[MJ/㎡]

暖房 冷房 合計
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札幌 東京 鹿児島

ピーク
負荷 

[㎾]

暖房 冷房 合計
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札幌 東京 鹿児島

熱負荷重
視 

推奨ケー
ス

2020

2080

ピーク負
荷 
重視 

推奨ケー
ス

2020

2080

0.17 
1.24

0.44 
0.81 

24.0

0.17 
0.83 0.45

0.80

23.8

0.17

1.94 

0.43 0.84 

23.4 

0.17 0.68 0.46 
0.79

23.6 

0.16 0.71 
0.52 0.80 

24.3

0.16 
0.51 

0.77 

0.73 

24.0 

0.17 0.70 0.46 
0.79

23.5 

0.17 
0.70 0.46

0.79

23.5

0.16 
0.47

0.80 

0.50 
24.2

0.17 
0.89 0.46 0.83 

24.0

0.17 
0.44

0.79
0.35 24.4

0.18 0.70 
0.52 0.77

23.8 

*冷房＞暖房

*暖房＞冷房

環境エンジニアリングと建築デザインの横断　～実践編～
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従来の評価法
過去や現在の観測値を基にする標準気象データ

気候変動を考慮した既往研究に用いる評価法
将来のとある代表年の予測気象データ

建てる時（2020年）の気象データで評価 現在○ ⇒ 将来×のケースがある。

（ライフサイクル的パフォーマンス❓ ）　　　　

解体時（2080年）の気象データで評価 将来○ ⇒ 現在×のケースがある。

（ライフサイクル的パフォーマンス❓ ）　　

本研究提案する研究評価法
ライフサイクルに渡る幾つかの代表年の予測気象データ

2020年～2080年（10年間隔）の気象データでライフサイクル的に評価

ライフサイクル的に○のケースを選出できる。

2020 20802030 2040 2050 2060 2070

2020 20802030 2040 2050 2060 2070

環境エンジニアリングと建築デザインの横断　～実践編～
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! 指標A　ライフサイクル熱負荷　　　建築の全使用期間に渡る年間熱負荷の積算値　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　         （本研究では2020～2080の年間熱負荷の積算値）

　　　　10年間の積算値 ＝ 中間の代表年の年間熱負荷 ✕ 10年 にする

2020 20802030 2040 2050 2060 2070

2020年間熱負荷
✕5年

2050年間熱負荷
✕10年

! 指標B　ライフサイクルピーク負荷　　　全使用期間に渡る年間ピーク負荷の最大値

外れ値や異常値を除外するため、
時間ごとの暖房／冷房負荷の最大0.5％位置
に当たる値を求め、その大きい方を代表年
の年間ピーク負荷とする。

年間ピーク負荷の最も大きい代表年の年間
ピーク負荷をライフサイクルピーク負荷と
する。

最大0.5％
（冷房）

最大0.5％
（暖房）

時間

熱負荷 代表年のピーク負荷

2040年間熱負荷
✕10年

2030年間熱負荷
✕10年

2060年間熱負荷
✕10年

2070年間熱負荷
✕10年

2080年間熱負荷
✕5年

環境エンジニアリングと建築デザインの横断　～実践編～
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札幌 東京 鹿児島

A 
評価法① 

(2020年間データ) 

推奨ケース

B 
本研究の評価法 

(ライフサイクル) 

推奨ケース

評価法①では 

危険の例 

(Aの中にライフサイ
クルパフォーマンス

NGのケース)

＊熱負荷とピーク負荷の両方は最小1％に入るケースを推奨ケースとして示している

34 Cases

1 Case

33 Cases
(97%)

30 Cases

37 Cases

3 Cases
(10%)

35 Cases

22 Cases

13 Cases
(37%)

遮蔽性能不足

遮蔽性能不足

窓の断熱不足

遮蔽性能不足
OR

“気候変動のシナリオの違いによる気象データの不確実性”“ライフサイクルの中での設備更新”
を考慮した建築物の省エネ評価手法の構築を目指す

環境エンジニアリングと建築デザインの横断　～実践編～
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なぜ環境シミュレーションを用いて、温熱環境・風環境・光環境を可視化するのか？

１．設計している住空間が本当に快適な空間となっているのかを確かめるため。

２．住空間をどのように住みこなせばよいのか、住まい手とのコミュニケーションをサポートするため。

３．設計をしている住宅の50年後、100年後の暮らしに責任を持つため。

環境エンジニアリングと建築デザインの横断　～実践編～


